
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
映像を表示する表示部を備えた表示部本体と、低音域を再生する第１のスピーカと、中高
音域を再生する第２のスピーカと、該第１のスピーカの低音域特性を向上させるダクトと
、前記表示部本体を支持するスタンドとを備えた映像表示装置において、前記スタンドは
、前記ダクトの排出口に対向する部位を有していることを特徴とする映像表示装置。
【請求項２】
請求の範囲第１項に記載の映像表示装置において、前記第１のスピーカ及び前記第２のス
ピーカを内蔵する筐体は、各前記スピーカの対向部で各該スピーカの口径と略対応する第
１の領域に複数の貫通孔が形成されるとともに、該第１の領域の周囲の第２の領域に複数
の非貫通孔が形成され、前記第２の領域の外周形状及び／または寸法が、前記第１のスピ
ーカに対応する第２の領域と前記第２のスピーカに対応する第２の領域とで互いに異なる
ことを特徴とする映像表示装置。
【請求項３】
請求の範囲第１項または第２項に記載の映像表示装置において、前記第１のスピーカの口
径は、前記第２のスピーカの口径より大きいことを特徴とする映像表示装置。
【請求項４】
請求の範囲第２項または第３項に記載の映像表示装置において、前記第１の領域の面積に
対する前記貫通孔の総開口面積の割合は、前記第２のスピーカに対応する第１の領域より
前記第１のスピーカに対応する第１の領域の方が大きいことを特徴とする映像表示装置。
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【発明の詳細な説明】
技術分野
　本発明は、映像表示装置に関し、より具体的には、液晶表示装置（ＬＣＤ）やプラズマ
ディスプレイ装置（ＰＤＰ）等の薄型表示部を備えたパーソナルコンピュータ（以下、パ
ソコンと略す）、またはテレビ受像機などに適用される映像表示装置に関する。
背景技術
　近年、電子技術の発達やユーザニーズの高まりにより、電子装置の小型化や薄型化が進
んでいる。テレビ受像機においては、薄型化を図るため、ブラウン管を用いたものから、
液晶を用いた液晶テレビ、プラズマの発光を応用したプラズマテレビ等が市場に導入され
ている。テレビ受像機は、画像と音声とを出力する機能を有し、音声の出力に関しては、
一般的にスピーカが用いられる。
　典型的な従来のテレビ受像機のスピーカ部分の構造について、図１及び図２に示すごと
くの例が知られている（例えば、下記特許文献１参照）。図１（Ａ）は、スピーカの取り
付け部にスピーカボックスを用いた構成の一例を示す要部斜視構成図で、図１（Ｂ）は、
スピーカ単体をテレビ受像機のキャビネットに直接取付けた構成の一例を示す要部斜視構
成図である。
　図１（Ａ）の構成例において、テレビ受像機１０１は、前面キャビネット１０２、ブラ
ウン管等のディスプレイ１０３、後方カバー１０４により大略構成されている。前面キャ
ビネット１０２には、スピーカ１０６を取付けたスピーカボックス１０７が防振材１０８
を介してビス１０９にて取付けられている。スピーカ１０６から発生した音声は、前面キ
ャビネット１０２に設けられた通気孔（図示せず）により、テレビ受像機１０１の前面に
拡散される。
　また、図１（Ｂ）の構成例において、テレビ受像機１０１の前面キャビネット１０２に
は、スピーカ１０６が防振材１０８を介してビス１０９にて取付けられている。スピーカ
１０６から発生した音声は、図１（Ａ）と同様に、前面キャビネット１０２に設けられた
通気孔（図示せず）よりテレビ受像機１０１の前面に拡散される。
　図２は、従来のテレビ受像機の他の構成例を示す要部斜視構成図である。図２の構成に
よれば、Ｌ型に屈曲させたスピーカボックス１０７の屈曲部をディスプレイ１０３と後方
カバー１０４の間に配置した構成とすることにより、テレビ受像機を薄型化しつつ、高音
質で音声を出力することができる。
　図３は、従来のテレビ受像機の更に他の構成例を示す平面概略図で、テレビ受像機１１
０の前面に、左右に一対の中高音域用スピーカ１１１が設けられ、さらにテレビ受像機１
１０の背面に、１個の低音域用スピーカ１１２が設けられることにより、音場拡大効果を
増大させることができる（例えば、下記特許文献２参照）。この場合、図３に示すように
、左右の中高音域用スピーカ１１１から出力された中高音域の音は経路Ｄにより直接に聴
取者１２０に到達する。また低音域用スピーカ１１２から出力された低音域の音は、経路
Ｒによって後部壁面１１３，側壁１１４，１１５で反射して聴取者１２０に到達するとと
もに、経路Ｔによってテレビ受像機１１０の左右側面１１０ａ，１１０ｂに沿った回折音
として聴取者１２０に到達する。これによりテレビ受像機１１０の横幅を増大することな
く、音場を充分に拡大させることができる。
　図４は、従来のテレビ受像機の更に他の構成例を示す図で、テレビ受像機のスピーカ装
置は、スピーカ１３８と、そのスピーカ１３８の前面側に配した音導管１３７と、スピー
カ１３８の後面側に配したウーハボックス１３１とを有し、ウーハボックス１３１のポー
ト１４０が下向きに形成されている。そしてテレビ受像機は、ＣＲＴ１３４、制御回路基
板１３５及びスピーカ装置を収納するキャビネット１３２と、バックカバー１３３とによ
り構成され、キャビネット１３２の前面側には、音導管１３７と対応した放音孔１３９が
を備えられ、底面側には、ポート１４０に対応した開口１３６がを備えられ、キャビネッ
ト１３２の底面より放音して低音を増強させる（例えば、下記特許文献３参照）。
　テレビ受像機において、必要な低音再生をするには大口径スピーカを必要とし、また大
口径スピーカを使用した場合、中高音域再生用に更に２つのツイータを必要とする。一方
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、最近のテレビ受像機においては、デザイン重視の観点からスピーカに与えられる占有面
積は非常に小さくなっており、そのため小口径スピーカを使用し、低音再生を犠牲として
いる。
　また、従来のテレビ受像機において、図１（Ａ）に示すごとくの薄型化したテレビ受像
機は、スピーカボックスが収納できなかったり、スピーカボックス自体もテレビ受像機の
奥行きの制限を受けるために容積が小さくなり、音質が低下するという不具合点があった
。また、図１（Ｂ）に示すごとくのテレビ受像機は、スピーカボックスを内蔵していない
ため、ダイナミックレンジが低く、高音質なテレビ受像機には適用しにくいという不具合
点があった。また、図４に示すテレビ受像機は、ブラウン管式のテレビ受像機であって、
液晶テレビ等を用いた壁掛け用では低音域用の背面スピーカの特性が十分に発揮されない
。
　本発明は、上述のごとき実情に鑑みてなされたもので、液晶表示装置（ＬＣＤ）、プラ
ズマディスプレイ装置（ＰＤＰ）等の薄型表示装置を備えたパソコン、またはテレビ受像
機などにおいて、スピーカの配置と構造により、低音域を再生するスピーカ（ウーハ）１
つと、中高音域を再生する２つのスピーカ（ツイータ）で音場拡大効果を得ると共に高級
感が得られるようにしたテレビ受像機に適用可能な映像表示装置を提供することを目的と
するものである。
　　　特許文献１：特開平０９－２８４６７４号公報
　　　特許文献２：特開昭５９－２０１６００号公報
　　　特許文献３：特開２００１－１４５１８６号公報
発明の開示
　本発明にかかる映像表示装置は、映像を表示する表示部を備えた表示部本体と、低音域
を再生する第１のスピーカと、中高音域を再生する第２のスピーカと、該第１のスピーカ
の低音域特性を向上させるダクトと、前記表示部本体を支持するスタンドとを備え、前記
スタンドは、前記ダクトの排出口に対向する部位を有していることを特徴としている。そ
して、前記第１のスピーカ及び前記第２のスピーカを内蔵する筐体は、各前記スピーカの
対向部で各該スピーカの口径と略対応する第１の領域に複数の貫通孔が形成されるととも
に、該第１の領域の周囲の第２の領域に複数の非貫通孔が形成され、前記第２の領域の外
周形状及び／または寸法が、前記第１のスピーカに対応する第２の領域と前記第２のスピ
ーカに対応する第２の領域とで互いに異なることを特徴としている。このことにより、第
１のスピーカから発した音はスタンド底体で吸収・反射され、設置場所の床の材質に影響
されず、低音域と中高音域のバランスが良く、且つ、ビビリを防止して安定した音質を得
ることができる

さらに、上記映像表示装置は、前記第１のスピーカの口径が、前記第２のスピーカの口
径より大きいことを特徴としている。
　さらに、上記映像表示装置において、前記第１の領域の面積に対する前記貫通孔の総開
口面積の割合は、前記第２のスピーカに対応する第１の領域より前記第１のスピーカに対
応する第１の領域の方が大きいことを特徴としている。
図面の簡単な説明
　　第１図は、従来のテレビ受像機の構成例を示す要部斜視構成図である。
　　第２図は、従来のテレビ受像機の他の構成例を示す要部斜視構成図である。
　　第３図は、従来のテレビ受像機の更に他の構成例を示す平面概略図である。
　　第４図は、従来のテレビ受像機の更に他の構成例を示す側断面概略構成図である。
　　第５図は、本発明の一実施形態にかかわるテレビ受像機を示す図である。
　　第６図は、第５図の表示本体部の内部を裏面側から見た概略図である。
　　第７図は、低音域用スピーカボックス内部の要部構成を示す図である。
　　第８図は、低音域用スピーカボックスの斜視外観図である。
　　第９図は、本発明にかかるテレビ受像機におけるスピーカ設置部の構成例を説明する
ための図である。
　　第１０図は、本発明にかかるテレビ受像機におけるスピーカ設置部の他の構成例を説
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明するための図である。
　　第１１図は、本発明にかかるテレビ受像機におけるスピーカ設置部の更に他の構成例
を説明するための図である。
　　第１２図は、表示部本体における低音域用スピーカと中高音域用スピーカの配設位置
を変更した他の実施形態を示す図である。
　　第１３図は、表示部本体における低音域用スピーカと中高音域用スピーカの配設位置
を変更した更に他の実施形態を示す図である。
　　第１４図は、表示部本体における低音域用スピーカと中高音域用スピーカの配設位置
を変更した更に他の実施形態を示す図である。
　　第１５図は、本発明の更に他の実施形態にかかるテレビ受像機を示す図である。
発明を実施するための最良の形態
　以下、本発明の実施の形態を、図面を用いて詳細に説明する。図５は、本発明の一実施
形態にかかるテレビ受像機を示す図で、図５（Ａ）は正面図、図５（Ｂ）は右側面図、図
５（Ｃ）は裏面図である。テレビ受像機１０は、液晶表示装置（ＬＣＤ）、プラズマディ
スプレイ装置（ＰＤＰ）等の薄型表示装置２を表示部として使用した表示本体部１を備え
、表示本体部１の前面下部に中高音域を再生する左右一組の中高音域用スピーカ４ａ，４
ｂと、上記一組の中高音域用スピーカ４ａ，４ｂの間に配置された低音域を再生する低音
域用スピーカ（ウーハ）３とを具備している。
　スタンド８は、スタンド支柱５と、スタンド底体６と、把手部７とから構成され、上部
に備えられた把手部７によって把手を兼ねている。スタンド８と表示本体部１の背面は、
スタンド８の上部でネジ９によってネジ止めされ、これらスタンド８と表示本体部１とが
着脱可能な構成となっている。これにより、スタンド型と壁掛型の二通りの使用形態を選
択することができ、ユーザに対して高い利便性を提供する。
　次に、図５に示す第一の実施の形態において、低音域を再生するスピーカ（ウーハ）３
について、図６ないし図８と共に詳細に説明する。図６は、図５の表示本体部１の内部を
裏面側から見た概略図である。図６おいて、４ａ，４ｂは中高音域用スピーカ、１１は低
音域用スピーカ（ウーハ）ボックス、１２はダクトの排出口（放音口）である。
　図７及び図８は、図６に示すスピーカボックス１１及びダクト排出口１２の内部構造を
説明するための図で、低音域用スピーカボックス１１内部の要部構成図を図７に示し、低
音域用スピーカボックス１１の斜視外観図を図８に示す。
　低音域用スピーカ（ウーハ）ボックス１１は、その内部に断面が楕円形状のダクト１３
が設けられていることに特徴がある。低音域用スピーカボックス１１は、ダクト１３の断
面を大きく、且つ長さを長くするほど低音特性が向上する。しかし、テレビ受像機の表示
本体部１をできる限り薄型化したいので、低音域用スピーカボックス１１もまた、その大
きさ及び厚みを小さくする必要がある。そのために、低音域用スピーカボックス１１のダ
クト１３の断面を楕円形状にして、楕円の短軸方向を表示本体部１の厚さ方向に一致させ
ることにより、表示本体部１の薄型化を図っている。また、ダクト１３の断面が四角形で
は、音のよどみが発生する。
　また、ダクト１３の長さをできる限り長くして低音特性を向上させるために、ダクト１
３は低音域用スピーカボックス１１内で斜めになるように設置される。そして排出口（放
音口）１２がテレビ受像機の下方に向くように配設されるため、ダクト１３は排出口１２
近傍で屈曲している。
　また、排出口１２部分のダクト先端１２ａの端面は、径方向にテーパが形成されるよう
に斜め（テーパ）加工されている。また、排出口１２の径をダクト径より大きくしてもよ
い。上記構成により、小容積、小口径ユニットでも十分な低音特性を得ることができる。
　テレビ受像機１０がスタンド８を用いて設置される時、設置される床の材質は場所によ
って一般的に異なる。例えば、床が絨毯の時には音は吸収され易いが、金属の場合には音
は反射され易い。すなわち、音は床の材質に影響を受け易い。
　本発明のテレビ受像機１０は、低音域用スピーカボックス１１の中に備えられたダクト
１３の排出口１２を下方に向けて構成し、さらにその排出口１２の真下にスタンド底体６
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が位置するように構成されている。すなわち、スタンド８は、ダクト１３の排出口１２に
対向する部位を有していることになる。このような構成により、排出口１２から放音され
た音はスタンド底体６で吸収・反射されるので、設置場所の床の材質に影響されず安定し
た音質を得ることができる。
　次に、本発明に係わるテレビ受像機におけるスピーカの構成例について、図９ないし図
１１を参照しながら詳細に説明する。図９は、テレビ受像機に備えられる３つのスピーカ
の設置部の一例を示す図で、３つのスピーカ（低音域用スピーカ３，中高音域用スピーカ
４ａ，４ｂ）を内蔵するキャビネット等の筐体の外側から、これらスピーカの設置部を見
た部分拡大図を図９（Ａ）に、図９（Ａ）のＢ－Ｂ断面図を図９（Ｂ）に示すものである
。
　同様に、図１０及び図１１は、テレビ受像機に備えられる３つのスピーカの設置部の他
の例をそれぞれ示す図で、各図（Ａ）にキャビネット等の筐体の外側からみた部分拡大図
を示し、各図（Ｂ）に各図（Ａ）のＢ－Ｂ断面図を示す。
　薄型表示装置を備えたテレビ受像機１０の表示部本体１には、上述したように１つの低
音域用スピーカ３，及び２つの中高音域用スピーカ４ａ，４ｂが備えられているが、これ
らスピーカは、表示部本体１の筐体を構成するキャビネット２０の内側に取付けられ、内
側からキャビネット２０の外部に向かって音が発されるように構成されている。
　図９ないし図１１に示す各実施例では、キャビネット２０の各スピーカ３，４ａ，４ｂ
の取り付け部において、スピーカの口径に略対応する形状を有するキャビネットの領域Ｒ
１に、複数の貫通孔２１を設けている。すなわち、領域Ｒ１の外径は、スピーカの口径に
略等しい。そしてさらに上記貫通孔２１を設けた領域Ｒ１の外側周囲の領域Ｒ２に複数の
非貫通孔（盲孔）２２を設けている。上記非貫通孔２２は、キャビネット２０の外側（視
聴者が通常視認する側）に開口されるように形成されている。
　上記複数の貫通孔２１及び非貫通孔２２は、直径０．５ｍｍ～２ｍｍ程度の孔で、各ス
ピーカに対応する領域ごとに数十個から約千個設けられ、低音域用スピーカ３に対応する
非貫通孔２２の形成領域Ｒ２と、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂに対応する非貫通孔２２
の形成領域Ｒ２とが、互いに異なる面積を有するように構成されている。すなわち、非貫
通孔２２の形成領域Ｒ２の外周形状及び／または寸法が、低音域用スピーカ３と中高音域
用スピーカ４ａ，４ｂとで互いに異なっている。
　上記のように、キャビネット２０には、貫通孔の形成領域Ｒ１の外周に非貫通孔２２の
形成領域Ｒ２を設けているので、見かけ上、各スピーカを大きく見せることができ、高級
感を得ることができる。また、低音域用スピーカ３と、その左右に配置される中高音域用
スピーカ４ａ，４ｂとの視覚的なバランスを良好なものとして、優れた外観デザインを実
現するとともに、キャビネット２０の強度を維持することが可能となる。
　例えば、低音域用スピーカ３の口径が中高音域用スピーカ４ａ，４ｂの口径より大きく
、且つ、低音域用スピーカ３の非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外形寸法を、中高音域用ス
ピーカ４ａ，４ｂの非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外形寸法より小さくした場合、視覚的
には低音域用スピーカ３が相対的に小さく感じるが、視覚上得られる低音と中高音のバラ
ンスに比べて、実際には豊富な低音を出力することができるので、音響的に好印象を与え
ることが可能である。さらに、キャビネット２０において、余分な開口は内部への埃の侵
入を招くが、スピーカの口径に対応する領域外には非貫通孔２２が形成されているため、
埃の侵入を防止できると共に、ビビリ防止にもなる。また余分な貫通孔２１は、音漏れに
よりバッフル効果がなくなるが、上記構成によりこのような音漏れを防止することができ
る。
　ここで、キャビネット２０の貫通孔２１の形成領域Ｒ１において、貫通孔２１の開口面
積の総和／貫通孔２１の形成領域（領域Ｒ１）の全面積を開口率として定義する。図９の
構成において、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂと、低音域用スピーカ３は同じ口径を有し
ているが、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂに対応する貫通孔２１の開口率と、低音域用ス
ピーカ３に対応する貫通孔２１の開口率とが異なるように構成されている。ここでは、低
音域用スピーカ３に対応する貫通孔の開口率を、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂに対応す
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る貫通孔の開口率より大きくすることにより、低音特性が向上し、低音と中高音とのバラ
ンスを向上させることができる。
　そして、図９の構成では、非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外周形状が、中高音域用スピ
ーカ４ａ，４ｂと、低音域用スピーカ３との双方において同じ円形形状を有している。
　また、図１０の構成は、上記図９の例と同様に、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂと、低
音域用スピーカ３とが同じ口径を有し、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂに対応する貫通孔
２１の開口率と、低音域用スピーカ３に対応する貫通孔２１の開口率とが異なるように構
成されている。ここでは、低音域用スピーカ３に対応する貫通孔２１の開口率を、中高音
域用スピーカ４ａ，４ｂに対応する貫通孔２１の開口率より大きくすることにより、低音
特性が向上し、低音と中高音とのバランスを向上させることができる。
　そして、図９の構成と異なり、図１０の構成は、非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外周形
状が、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂと、低音域用スピーカ３との双方において同じ四角
形の形状を有している。
　図９及び図１０の構成により、低音を増強させることができると共に、スピーカを大き
く見せることができるので、高級感が得られる。各貫通孔２１の形成領域Ｒ１の外周は、
各スピーカ３，４ａ，４ｂの形状とほぼ同じ形状になるが、非貫通孔２２の形成領域Ｒ２
の外周形状は、円、楕円、四角、多角形等を適宜適用することができる。非貫通孔２２の
形成領域Ｒ２の最大寸法は、キャビネット２０の強度や薄型表示装置２との関係等に従っ
て決定される。また、非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の大きさは、貫通孔２１の形成領域Ｒ
１の大きさに左右されることはない。即ち、スピーカの口径が大きくても、非貫通孔２２
の形成領域Ｒ２の外周寸法を小さくしても良い。
　図１１の構成において、低音域用スピーカ３は、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂより大
きい口径を有し、非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外周形状が、中高音域用スピーカ４ａ，
４ｂと、低音域用スピーカ３との双方において異なる形状を有している。図１１の例では
、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂに対応する非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外周形状は円
形であり、低音域用スピーカ３に対応する非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外周形状は四角
形である。
　上記の構成により、低音を増強させることができると共に、スピーカを大きく見せるこ
とができるので、高級感が得られる。図１１の例では、図９及び図１０の例と同様に、各
貫通孔２１の形成領域Ｒ１の外周は、各スピーカ３，４ａ，４ｂの形状とほぼ同じ形状に
なるが、非貫通孔３２の形成領域Ｒ２の外周形状は、円、楕円、四角、及び多角形等を適
宜適用することができる。非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の最大寸法は、キャビネット２０
の強度や薄型表示装置２との関係等に従って決定される。また、非貫通孔２２の形成領域
Ｒ２の大きさは、貫通孔２１の形成領域Ｒ１の大きさに左右されることはない。即ち、ス
ピーカの口径が大きくても、非貫通孔２２の形成領域Ｒ２の外周寸法を小さくしても良い
。
　図１２ないし図１４は、表示本体部１における低音域用スピーカ３と中高音域用スピー
カ４ａ，４ｂの配設位置を変更した他の実施形態をそれぞれ示す図である。図１２に示す
構成は、表示本体部１の表示部である薄型表示装置２の前面上部に中高音域を再生する左
右一組の中高音域用スピーカ４ａ，４ｂを配し、これら一組の中高音域用スピーカ４ａ，
４ｂの間に低音域を再生する低音域用スピーカ（ウーハ）３を配している。
　また、図１３に示す構成は、表示本体部１の表示部である薄型表示装置２の左右前面に
中高音域を再生する左右一組の中高音域用スピーカ４ａ，４ｂを配し、薄型表示装置２の
前面下部に低音域を再生する低音域用スピーカ（ウーハ）３を配している。
　さらに、図１４に示す構成は、表示本体部１の表示部である薄型表示装置２の左右前面
に中高音域を再生する左右一組の中高音域用スピーカ４ａ，４ｂを配し、薄型表示装置２
の前面上部に低音域を再生する低音域用スピーカ（ウーハ）３を配している。
　上記図１２ないし図１４に示すごとくの構成に対して、上述したごとくの図９ないし図
１１を参照して説明したごとくの貫通孔２１及び非貫通孔２２を形成することにより、同
様の効果を得ることができる。
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　図１５は、本発明の更に他の実施形態にかかるテレビ受像機を示す図で、図１５（Ａ）
は正面図、図１５（Ｂ）は右側面図、図１５（Ｃ）は裏面図である。テレビ受像機１０は
、液晶表示装置（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ装置（ＰＤＰ）等の薄型表示装置２を
表示部として使用した表示本体部１を備えている。またスタンド８は、スタンド支柱５と
、スタンド底体６と、把手部７とから構成され、上部に備えられた把手部７によって把手
を兼ねている。スタンド８と表示本体部１の背面は、スタンド８の上部でネジ９によって
ネジ止めされ、これらスタンド８と表示本体部１とが着脱可能な構成となっている。これ
により、スタンド型と壁掛型の二通りの使用形態を選択することができ、ユーザに対して
高い利便性を提供する。
　上記スタンド底体６には、中高音域を再生する左右一組の中高音域用スピーカ４ａ，４
ｂと、上記一組の中高音域用スピーカ４ａ，４ｂの間に配置された低音域を再生する低音
域用スピーカ（ウーハ）３が備えられている。
　上記のごとくの構成により、表示部本体１にスピーカを備える必要がなく、薄型で小型
なテレビ受像機を提供することができる。
　尚、本実施形態においても、上記図６ないし図８に示すごとくの低音域用スピーカ（ウ
ーハ）ボックス１１を備え、そのダクト１３の排出口１２が外部に向けて設置されるが、
本実施形態の場合は、ダクト排出口１２がスタンド支柱５の裏側に開口するように構成さ
れる。
　尚、上記実施の形態では、スタンド底体６に低音域用スピーカ３及び中高音域用スピー
カ４ａ，４ｂを設けたが、これらスピーカのいずれか、または全てをスタンド支柱５に設
けて構成してもよい。
　さらに、上記図１５に示すごとくの構成に対して、図９ないし図１１を参照して説明し
たごとくの貫通孔２１及び非貫通孔２２を形成することにより、同様の効果を得ることが
できる。
　以上の説明から明らかなように、本発明によれば、低音域を再生するスピーカボックス
内１１に備えられたダクト１３の排出口方向１２の真下にスタンド底体６が設置される構
造にしているので、音はスタンド底体６で吸収・反射され、設置場所の床の材質に影響さ
れず、低音域と中高音域のバランスが良く、且つ、ビビリを防止して安定した音質を得る
ことができる。
　また、表示部本体１のキャビネット２０もしくはスタンド底体６等の各スピーカ３，４
ａ，４ｂを内蔵する筐体には、スピーカ３，４ａ，４ｂの口径に略対応する貫通孔２１の
形成領域Ｒ１と、該貫通孔の形成領域Ｒ１の外周に非貫通孔２２の形成領域Ｒ２を設けて
いるので、見かけ上、各スピーカを大きく見せることができ、高級感を得ることができる
。また、低音域用スピーカ３と、その左右に配置される中高音域用スピーカ４ａ，４ｂと
の視覚的なバランスを良好なものとして、優れた外観デザインを実現するとともに、キャ
ビネット２０等の筐体の強度を維持することが可能となる。
　さらに、キャビネット２０等の筐体において、余分な開口は内部への埃の侵入を招くが
、スピーカ領域外には非貫通孔２２を形成しているため、埃の侵入を防止できると共に、
ビビリ防止にもなる。また余分な貫通孔２１は、音漏れによりバッフル効果がなくなるが
、本発明によりこのような音漏れを防止することができる。
　また、本発明では、スタンド８と本体表示部１とが着脱可能に構成されているので、壁
掛け用に使用でき、また、机の上でも使用できるので、便利な薄型テレビ受像機を提供す
ることができる。
　さらに、スタンド８（スタンド底体６／スタンド支柱５）に各スピーカ３，４ａ，４ｂ
を備えることにより、本体にスピーカを備える必要がなく、薄型で小型なテレビ受像機が
提供できる。
　また、各スピーカ３，４ａ，４ｂの口径に略等しい貫通孔２１の形成領域Ｒ１を設け、
低音域用スピーカ３に対応する貫通孔２１の開口率を、中高音域用スピーカ４ａ，４ｂに
対応する貫通孔２２の開口率より大きくすることにより、低音特性が向上し、低音と中高
音とのバランスを向上させることができる。
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産業上の利用可能性
　以上のように、本発明にかかる映像表示装置は、液晶表示装置（ＬＣＤ）、プラズマデ
ィスプレイ装置（ＰＤＰ）等の薄型表示装置を備えたパソコン、またはテレビ受像機など
に適用することができ、低音域を再生するスピーカ（ウーハ）１つと、中高音域を再生す
る２つのスピーカ（ツイータ）によって音場拡大効果を得ると共に高級感が得られるよう
にした映像表示装置を提供することができる。

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】
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